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１．はじめに 

気候変動による気温の上昇に伴い、河川水温もその

影響を受けることが予想されている。水温上昇による

直接的な影響として、生態系への影響（分布域の変化

や大量増減、外来種の繁殖等）、魚類等への感染症の増

加、水質の変化等が想定される 1)。これまで公共用水

域での水温観測は、河川水質調査要領（案）に従い、

自動水質観測地点を除いて 1か月に 1回程度、採水に

より行われてきた。しかし、採水による水温は、調査

時刻や天候に大きく左右されるため、水温の傾向を把

握することはできても、生物の生息環境などの観点か

ら必要となる、正確な水温変化を把握することが困難

であった。 

そこで本検討では、国内の一級河川を対象に、今後、

段階的に水温計を設置し、知見を収集しながら効果

的・効率的に水温観測を実施していくため、河川管理

者が水温の連続観測を行うための考え方と水系毎に水

温観測計画を立案するための考え方を検討した。 

 

２．気候変動の影響を受けやすい水系の傾向整理 

全国の河川で水温の連続観測を効果的・効率的に実

施するため、既往の河川水温のモニタリングの結果や

知見を踏まえ、気候変動の影響を受けて水温が変化し

やすい河川や水温変化に脆弱な生物が分布するなど、

水温変化の影響を受けやすい河川（上昇要因を有して

いる河川）を整理した。整理にあたっては、地域バラ

ンスや河川が持つ多様な特徴（気温変化、融雪出水の

有無、河川の流量規模、流程やセグメント区分等）に

配慮した。 

既往の研究 2) 3)では、気候変動の影響を受けやすい

特徴量（感熱特性）として、以下の項目等を挙げてい

る。 
 
＜大きいほど気候変動の影響を受けやすい特徴量＞ 
・広葉樹林面積率、堆積岩面積率、集水面積、主流長 
 
＜小さいほど気候変動の影響を受けやすい特徴量＞ 
・針葉樹林面積率、火山岩面積率、主流勾配 
 
これらの 7 つの特徴量を、「気候変動を踏まえた治水

計画のあり方提言」（令和 3年 4 月改訂、気候変動を踏

まえた治水計画に係る技術検討会）における気候区分 

で各河川における小区間*)毎に整理・評価した。また、

これらの小区間毎に各気候区分の中央値を超過または

下回る特徴量の数を算定した。その結果、図－１に示

す水系（超過要素数の多い水系）は気候変動による影

響を受けやすい水系の一例として示された。 

 

 

 
図－１ 気候変動による影響を受けやすい水系の 

整理結果（特徴量の整理結果） 

 

３．水温観測地点選定のための考え方整理 

水温計には大きく分けて接触式と非接触式があり、

接触式はこれまで一般的に用いられてきた。一方、非

接触式は知見が不足していることから、ここで地点選

定の考え方を整理した。具体的には、機器の特性によ

る設置可否と湧水箇所など局所的に水温を変化させる

要因等を整理し、水系全体の水温を代表させる観点か

ら、観測地点と観測に用いる水温観測機器（種類）に

ついて検討した。非接触式水温観測機器を活用する場

合には、設置箇所の特性により、観測精度に影響が生

じるため、留意する必要がある（図－２）。 

*) 小区間：全国一級水系の直轄管理区間を小規模な支川も含め 

支川合流点を区間の区切りとしたもの 

＜中央値を超過＞ 
・広葉樹林面積率 
・堆積岩面積率 
・集水面積 
・主流長 

＜中央値を下回る＞ 

・針葉樹林面積率 

・火山岩面積率 

・主流勾配 
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a) 低水時に観測可能な

　澪筋を選ぶ

b) 建物が映り込む位置

を避ける

c) 植生の影響がない

　位置を選ぶ

d) 滞留して鏡面になら

　ない箇所を選ぶ  

図－２ 非接触式水温観測機器を設置する際の留意点 

 

４．全体水温観測計画案の検討 

河川管理における現状の課題を把握、整理し、留意

点と対応策について検討した上で、全体水温観測計画

案の検討を行った。 

本計画案では、２．及び３．における検討過程をも

とに、国土交通本省や各地方整備局において水温計設

置を優先すべき水系を検討する際の考え方と、事務所

において水系の中でどの地点に設置すべきかを検討す

る際の考え方に整理した。 

 

５．おわりに 

本検討では全体水温観測計画案を検討した。今後、

ここで整理した考え方をもとに実河川に水温計を設置

し、気候変動の河川水温への影響を捉える必要がある。

また、実河川で適用したデータを設置個所の検討など

にフィードバックしていく必要がある。 

最後に、国土交通省の革新的河川技術プロジェクト

「非接触式水温機器」に取組んでいる、(株)東京建設

コンサルタント及び(株)クレアリンクテクノロジーに

は、全体水温観測計画案の作成にあたり、貴重なご意

見をいただいた。ここに記して感謝いたします。 
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図－３ 水温観測計画における機器配置イメージ（個別水系） 


